
記入例３－１　競争の導入による公共サービスの改革（国、独立行政法人等）

都道府県 都道府県コード 市町村 番地
担当者連絡先
（担当者名）

担当者連絡先
(電話番号)

担当者連絡先
（ＦＡＸ番号）

担当者連絡先
(e-mailｱﾄﾞﾚｽ)

各府省、独立
行政法人等が
実施する公共
サービスに関
するご意見の
場合は「5 公共
サービス改革
（国）」を、地方
公共団体等が
官民競争入札
等を実施する
ために政府が
講ずべき規制
改革等の措置
に関するご意
見の場合は「6
公共サービス
改革（地方）」
を選択してくだ
さい。

※ﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝﾒ
ﾆｭｰから選択し
てください。

要望する事項を端的
に示す内容を記入し
てください（３０文字以
内）。

○下記の事項に関する要望内容について、で
きるだけ具体的かつ明確に記入してください。
① 官民競争入札又は民間競争入札の対象と
すべきと考えられる公共サービス
　官民競争入札又は民間競争入札の対象とす
ることにより、民間の創意と工夫の発揮の効果
が高いものと見込まれ、かつ、サービスの受益
者である国民のため、より良質かつ低廉な業務
の実現が可能と考えられる具体的な公共サー
ビス
② 廃止すべきと考えられる公共サービス
　そもそも国の責任において実施する必要がな
いため、廃止の対象とすべきと考えられる具体
的な公共サービス
③ 上記①・②に関し、政府が講ずべき規制改
革等の措置
　官民競争入札又は民間競争入札の対象とす
べきと考えられる公共サービスについて、民間
事業者の入札参加・業務実施を阻害している
法令などの規制があり、官民競争入札等の実
現のためにはその規制改革等の措置が必要と
考えられる場合、その旨の要望
④ その他
　公共サービスに関し民間事業者が担うことが
できると考えられる業務の範囲や、これに関し
政府が講ずべき措置

要望対象の公共サービスについて、これを民間
事業者が担うことができるものとした場合に、当
該公共サービスの受益者である国民にとって、
サービスの質の維持向上やコスト削減等の観点
からどのような効果が期待できるか、など、要望
理由をできるだけ具体的に記入してください。

記入不要 民間事業者の入札
参加・業務実施等
を阻害している法
令等の規制を見直
す必要があるとお
考えの場合には、
関係する法律・政
令・省令・通達・告
示を可能な範囲で
具体的に記入して
ください。

対象事業及
び対象法令
等を所管す
る官公庁名
を記入してく
ださい。

提案の
分野につ
いて、該
当する
コードを
選択して
ください。

分類項
目の内
容は裏
ページを
ご参照く
ださい。

※ﾌﾟﾙﾀﾞｳ
ﾝﾒﾆｭｰ
「ア～セ」
の中から
選択して
ください。

提案主体名を
記入してくださ
い。

複数の主体によ
る共同提案であ
る場合は、当該
複数主体を全て
” 、(読点)” で
区切り、併記し
てください。

個人での提案
の場合は、「個
人」と記入してく
ださい。

提案主体
の分類に
ついて、該
当するコー
ドを選択し
てくださ
い。

※ﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝ
ﾒﾆｭｰから
選択してく
ださい。

記入不要 提案主体の
所在する都
道府県につ
いて、該当す
るコードを選
択してくださ
い。

複数の主体
による共同要
望である場合
は、連絡担当
の所在する
都道府県を
選択してくだ
さい。

※ﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝﾒ
ﾆｭｰから選択
してください。

住所地の市
町村名を記
入してくださ
い。

住所地の市
町村名以降
を記入してく
ださい。

役職名と担
当者名を記
入して下さ
い。

担当者名に
は、フリガナ
を付してくだ
さい。

担当者の電
話番号を半
角数字で記
入してくださ
い。

担当者の
FAX番号を
半角数字で
記入してくだ
さい。

担当者のe-
mailｱﾄﾞﾚｽを半
角英数字で記
入してくださ
い。

（ﾊｲﾊﾟｰﾘﾝｸは
設定しないこ
と）

【「提案主体
名」に関わる
情報以外の
情報を非公
開とすること
はできませ
ん。】

「提案主体
名」の公開の
可否につい
て、「公開」又
は「非公開部
分あり」の別
を選択してく
ださい。

※ﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝﾒ
ﾆｭｰから選択
してください。

「非公開部分あ
り」の場合は、そ
の理由を具体的
に記入してくださ
い。

「公開」の場合
は、記入する必
要はありませ
ん。

★自由にご記入く
ださい。

・要望理由を補強
する資料（新聞記
事、研究会報告書
等）がある場合は、
本欄に項目列挙の
うえ添付資料として
提出してください。
・他の公共サービス
改革要望事項と一
体的に実施される
ことにより効果を発
揮する場合など、
関連する事項があ
る場合には、その
内容を明記してくだ
さい。
・官民競争入札等
の実施にあたり必
要と考える官民間
の競争条件均一化
措置及び理由をで
きるだけご記入くだ
さい。

プロジェクト名 根拠法令等

提案事項管
理番号

※事務局入
力欄

実現希望
区分

要望事項
（事項名）

求める措置の具体的内容

注１）複数の事項について要望する場合は、同一行内に記載せず、必ず行を分けて記入してください。（適宜、行を追加して、同一シートにまとめて記載してください。）
注２）とりまとめの都合上、セル幅の変更、セル結合、空欄セルの削除等の様式の変更は行わないでください。

公開「否」の理由
その他
(特記事項)

制度の所管・
関係官庁

公開の可否提案分野 提案主体名
提案主体
分類コード

提　案　者　連　絡　先

具体的事業の実施内容・提案理由

複数の主体による共同提案である場合
は、その連絡担当となる方を記入して
ください。

提案内容の詳細について当該連絡先に
当室から連絡・確認させて頂くことが
ありますので、ご留意ください。



記入例３－１　競争の導入による公共サービスの改革（国、独立行政法人等）

都道府県 都道府県コード 市町村 番地
担当者連絡先
（担当者名）

担当者連絡先
(電話番号)

担当者連絡先
（ＦＡＸ番号）

担当者連絡先
(e-mailｱﾄﾞﾚｽ)

5 公共
サービス
改革（国）

（例）
「○○事業について
官民競争入札等を実
施」

「△△事業について
廃止」

（①、②の具体例）
「現在○○が実施している△△事業につ
いては、官民競争入札等の対象とするこ
とにより、民間の創意と工夫により、より
良質かつ低廉な業務の実現が可能にな
ると考えられる。」
「現在○○が実施している△△事業につ
いては、国の責任において実施する必
要が無いと考えられる。」

（③の具体例）
「現在○○が実施している△△事業につ
いては、官民競争入札等の対象とすべ
きと考えるが、××法□□条により当該
事業については民間事業者の参入が認
められていないため、民間事業者の参
入を可能とするよう法律を見直す必要が
ある。」

（例）
「現在○○が実施している△△事業については、
民間事業者が同様の事業を行っている実績があ
り、官民競争入札等の対象とすることにより、民
間の創意と工夫により、□□の効果が期待でき
る。」

（例）
「○○法△△条に
より、当該事業につ
いては民間事業者
の参入は認められ
ていない。」

A省

ア ハ
ローワー
ク関連業
務

（株）B商事
g 民間企
業

**　C県 D市
○○１－１
－１

企画部次長

日本太郎（ニ
ホンタロウ）

**-****-
**** (内線
****）

**-****-
****

****@***.**.*
*

公開

（競争条件均一化
措置、理由の例）

「落札者の評価に
あたっては、官側の
コストとして、免税
額・補助金額を適
切に加除しなけれ
ば、民側が不利な
扱いを被ることとな
る。」

「落札者の評価に
あたっては、コスト
だけでなくサービス
の質の向上につい
ても総合的に評価
しなければ、民の創
意工夫が適切に評
価されず、官民間
の競争条件が均一
化されない懸念が
ある。」

提案事項管
理番号

※事務局入
力欄

実現希望
区分

要望事項
（事項名）

求める措置の具体的内容
その他
(特記事項)

制度の所管・
関係官庁

提案分野 提案主体名
提案主体
分類コード

注１）複数の事項について要望する場合は、同一行内に記載せず、必ず行を分けて記入してください。（適宜、行を追加して、同一シートにまとめて記載してください。）
注２）とりまとめの都合上、セル幅の変更、セル結合、空欄セルの削除等の様式の変更は行わないでください。

提　案　者　連　絡　先

公開の可否 公開「否」の理由具体的事業の実施内容・提案理由 プロジェクト名 根拠法令等

対象事業及び対
象法令等を所管
する官公庁名を
記入してください。

複数の主体による共同
提案である場合は、当
該複数主体を全て ” 、
(読点)” で区切り、併記
してください。
個人での提案の場合
は、「個人」と記入してく
ださい。

ﾌﾟﾙﾀﾞｳﾝﾒﾆｭｰ
から選択してく
ださい。

住所地の市町
村名以降を記入
してください。

役職名と担当者名を
記入して下さい。
担当者名には、フリガ
ナを付してください。

半角英数字で記入してく
ださい。
E-mailアドレスは、ハイ
パーリンクを設定しないで
ください。

「提案主体名」の公
開を「否」とする場
合は、その理由を
具体的に記入してく
ださい。

【「提案主体名」に関わる情報以
外の情報を非公開とすることは
できません。】
「提案主体名」の公開の可否に
ついて、「公開」又は「非公開部
分あり」の別を選択してください。

★自由にご記入ください。

・要望理由を補強する資料（新聞記事、研究会報告書等）がある場
合は、本欄に項目列挙のうえ添付資料として提出してください。
・他の公共サービス改革要望事項と一体的に実施されることにより
効果を発揮する場合など、関連する事項がある場合には、その内
容を明記してください。
・官民競争入札等の実施にあたり必要と考える官民間の競争条件
均一化措置及び理由をできるだけご記入ください。

「5 公共サー
ビス改革
（国）」を選択
してください。

要望する事項を端的に
示す内容を記入してくだ
さい（３０文字以内）。

○下記の事項に関する要望内容について、できるだけ具体的かつ明確
に記入してください。
① 官民競争入札又は民間競争入札の対象とすべきと考えられる公共
サービス
　官民競争入札又は民間競争入札の対象とすることにより、民間の創意
と工夫の発揮の効果が高いものと見込まれ、かつ、サービスの受益者で
ある国民のため、より良質かつ低廉な業務の実現が可能と考えられる具
体的な公共サービス
② 廃止すべきと考えられる公共サービス
　そもそも国の責任において実施する必要がないため、廃止の対象とす
べきと考えられる具体的な公共サービス
③ 上記①・②に関し、政府が講ずべき規制改革等の措置
　官民競争入札又は民間競争入札の対象とすべきと考えられる公共
サービスについて、民間事業者の入札参加・業務実施を阻害している法
令などの規制があり、官民競争入札等の実現のためにはその規制改革
等の措置が必要と考えられる場合、その旨の要望
④ その他
　公共サービスに関し民間事業者が担うことができると考えられる業務
の範囲や、これに関し政府が講ずべき措置

要望対象の公共サービスについて、これ
を民間事業者が担うことができるものとし
た場合に、当該公共サービスの受益者で
ある国民にとって、サービスの質の維持
向上やコスト削減等の観点からどのよう
な効果が期待できるか、など、要望理由
をできるだけ具体的に記入してください。

記入不要

記入不要

複数の主体による共同要望
である場合は、連絡担当の
所在する都道府県を選択し
てください。

民間事業者の入札参加・
業務実施等を阻害してい
る法令等の規制を見直
す必要があるとお考えの
場合には、関係する法
律・政令・省令・通達・告
示を可能な範囲で具体
的に記入してください。

提案の分野について、プルダウンメニュー「ア～セ」の中から該当するコードを選択してください。

(ア) 「ハローワーク関連業務」：職業紹介、職業訓練等に関連する業務
(イ) 「統計調査関連業務」：指定統計等統計調査に関連する業務
(ウ) 「公物管理関連業務」：道路、公園、河川等（当該施設に付設される施設を含む）の維持管理、運営等に関連する業務
(エ) 「窓口関連業務」：登録・証明書等の交付・届出等の申請の受付その他の処理に関連する業務
(オ) 「許認可関連業務」：事業等の許認可その他の監督に関連する業務（窓口関連業務を除く）
(カ) 「徴収関連業務」：公金の徴収に関連する業務
(キ) 「施設管理・運営業務」：庁舎施設等の管理・運営に関連する業務
(ク) 「研修業務」：職員等の研修に関連する業務
(ケ) 「相談業務」：各種相談、苦情処理に関連する業務
(コ) 「調査、研究業務」：各種調査、研究に関連する業務（統計調査関連業務を除く）
(サ) 「広報、普及啓発業務」：各種広報、普及啓発に関連する業務
(シ) 「内部管理業務」：人事、給与、旅費等行政機関の内部管理に関する業務
(ス) 「その他業務」：上記に掲げる業務に該当しない業務
(セ) 「官民競争入札等の制度等に関する要望」：官民競争入札等に係る制度、その他上記以外に係る要望


